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１．はじめに

　気候変動に関する世界の関心と行動は、もはや気候変動

だけの問題ではなく、開発・発展に関する包括的かつ戦略

的な問題となっている。カンクン合意は次のように記して

いる。「気候変動への取り組みは、技術革新と実際の生産・

消費・ライフスタイルに基づき、高成長と持続可能な発展

を維持しうる低炭素社会構築に向けたパラダイムシフトが

求められる」（p.2）。したがって、先進国には低炭素発展

戦略・計画の立案が必要とされ、途上国には持続可能な発

展の面で適切な国家緩和行動計画が望まれる。途上国はま

た、持続可能な発展に関する低炭素発展戦略の立案も奨励

されている（CP.16）。

　地球の平均気温の上昇を産業革命以前より２℃以内に抑

えるためには、世界各国の温室効果ガス（GHG）排出のピー

クをできるだけ早くにし、今世紀後半のゼロ・エミッショ

ンに向けて減らしていかなければならない（IIASA, 

2010/2011）。クリスティアーナ・フィゲレスUNFCCC事

務局長はメキシコ・カンクンCOP16における声明で「わ

れわれは未来の安全を守る時間を瞬く間に使い果たそうと

している」と指摘し、ロシアを襲った森林火災や日本と中

国 で 今 年 記 録 さ れ た 猛 暑 が そ の 警 鐘 で あ る と し た

（Figueres, 2010）。さらに、気候の変異・変動はGHG排出

緩和努力と関係なく、次の数十年も進むものと科学者は予

測している。したがって、気候変動リスクへの脆弱性を補

うような適応行動に対しても、国際社会の関心が高まって

いる。

　2010年２月、国連事務総長は気候変動資金に関する上級

諮問グループを設置した。ここでは、途上国が必要とする

緩和・適応策に合せた長期的な支援資金として、2020年ま

で毎年1,000億ドルを動員する目標に向けて作業する。こ

の目標はまず2009年のCOP15におけるコペンハーゲン合

意に盛り込まれ、COP16におけるカンクン合意で公式に

認められた。この目標達成は挑戦的だが実行可能であると、

諮問グループは主張している（AGCCF, 2010）。

　このような背景を基に、本論では、ポスト2012の気候変

動枠組みで想定される開発・発展と気候変動に係るいくつ

かの問題（エネルギー、輸送、食料安全保障、国際貿易）

について、北東アジアと関連させながら述べることとする。

２．気候変動とエネルギー

　2020年以降のGHG排出削減を目指す政策・行動は、エ

ネルギーの供給および利用に抜本的な変化をもたらすこと

になる。供給、変換、伝達、利用といったエネルギーシス

テムは、現在のGHG排出量の約60％を占め、気候変動に

大きな影響を与えている。同時に、世界の約30億人は料理・

暖房などを伝統的なバイオマスに頼っており、約15億人は

電気のない生活を送っている。国際エネルギー機関（IEA）

は、世界のエネルギー需要が今後25年間で50％以上増える

だろうと予測している。このように国際社会は、一方で

GHG排出削減への貢献、他方で開発・発展のためのエネ

ルギー需要という二つの課題に直面している。

　エネルギー・気候変動に関する国連事務総長諮問グルー

プ（AGECC1）は、国連組織およびその加盟国に対し、次

の二つの国際的目標に参画するよう求めている。

　・�2030年までに近代エネルギー2供給への普遍的なアク

セスを実現すること

　・�2030年までに世界のエネルギー原単位3を40％削減す

ること（AGECC、2010）

　カンクン国連気候変動会議開催中のサイドイベントで、

クリーンエネルギー関連の民間代表は次のように述べてい

る。すなわち、政府がその莫大な補助金を化石燃料による

エネルギー生成に投入しようとするならば、現在利用可能

なクリーンエネルギー技術はすでに、化石燃料発電所への

新規投資以上に価格競争力がある。

　拘束力ある目標を有する京都議定書の締約国は、燃料消

費によるGHG排出の削減量について、2008年には1990年

に対し全体として9.2％削減する署名をしたが、同時期、

その他の国々のGHG排出量は76.1％も増加した。日本は

2008～2012年の間で経済全体のGHG排出量を６％削減す

るという拘束力のある目標があるが、日本の燃料消費によ

るGHG排出量は、2008年でCO2が11億5,110万トンに上り、

1990年レベルよりも8.2％増加した。ロシアの燃料消費に
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よるGHG排出量は、2008年のCO2が11億9,380万トンで、

1990年に比べ26.8％減少した。このように、2008年の北東ア

ジアにおける付属書Ｉ国の燃料消費によるGHG排出量は

全体として、1990年レベルに対して15.4％減少した（表１）。

　同時に、京都議定書の締約国ではあるが排出削減で拘束

力のある目標を持たない北東アジの他の４か国、すなわち

中国、韓国、北朝鮮、モンゴルの燃料消費による2008年の

GHG排出量の合計は、1990年レベルに対し176.2％増となっ

た。この増加は、この間の中国および韓国の排出量の急増

に関係している。1990～2008年の間で、中国の燃料消費に

よるGHG排出量はほぼ３倍に達し、韓国のそれは２倍を

超え、2008年のCO2はそれぞれ65億820万トン、５億130万ト

ンとなった。2008年の北朝鮮とモンゴルの排出量はそれぞ

れ、1990年レベルに対し39.2％減、9.9％減となった（表１）。

　分野別にみると、北東アジアにおいて2008年の燃料消費

によるCO2排出のほぼ半分を占める発電・発熱分野は、世

界の構造と同様のパターンを示している。世界的には、排

出量が２番目に多いのは輸送分野で、製造・建設が続く。

表１  燃料消費による2008年の分野別CO2排出量
（100万トン）

計
発電・発熱 その他

エネルギー 製造・建設 交通 その他
2008 90-08

変動率
日本 1,151.1 8.2％ 472.2 41.2 247.5 226.2 164.1
ロシア 1,593.8 −26.8％ 873.9 74.1 229.5 243.3 173.0
北東アジア
付属書Ｉ国
計

2,744.9 −15.4％ 1,346.1 115.3 477.0 469.5 337.1

韓国 501.3 118.6％ 229.6 32.9 95.9 84.2 58.6
中国＊ 6,508.2 194.3％ 3,108.1 268.6 2,167.9 452.6 511.0
モンゴル 11.4 −9.9％ 7.1 － 1.5 1.6 1.2
北朝鮮 69.4 −39.2％ 11.2 － 43.6 1.2 13.3
北東アジア
非付属書Ｉ国
計

7,090.3 176.2％ 3,356.0 301.5 2,308.9 539.6 584.1

北東アジア
合計 9,835.2 69.3％ 4,702.1 416.8 2,785.9 1,009.1 921.2
世界 29,381.4 40.1％ 11,987.9 1,491.9 5,943.6 6,604.7 3,353.4

（注）＊ 香港を含む　（出所）IEA、2010

図１　北東アジアの燃料消費による分野別CO2排出（2008年）

（出所）IEA、2010を基に作成

図２　世界の燃料消費による分野別CO2排出（2008年）

（出所）IEA、2010を基に作成
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しかし、北東アジアで２番目の排出量となるのは製造・建

設で、域内の燃料消費によるCO2排出の28％を占め、次い

で輸送の10％が続いている。したがって、エネルギー産業

に加え、製造・建設業が、域内のGHG排出削減の可能性

を有する目標分野となる（図１、２）。

　製造・建設業におけるエネルギー効率の改善は、GHG

排出削減に大きな可能性を有している。研究によれば、エ

ネルギー効率の改善は、新しい石炭火力や天然ガス火力に

よる発電コストの５分の１に当たる１～３セント／ kWh

の価値がある。その上、その他のどんな選択肢よりも安価

にできるだけでなく、エネルギー支出の削減によって人件

費を増やし、雇用を促進する。日本のトップランナー方式

は、冷蔵庫で55％、エアコンで68％、コンピュータで99％

のエネルギー効率の向上をもたらした。日本の鉄鋼業のエ

ネルギー消費は30年前の３分の１になっている。中国のセ

メント業が効率的な乾燥炉技術に転換すれば、世界のセメ

ン ト 業 が 利 用 す る エ ネ ル ギ ー の40 ％ を 削 減 で き る

（International Rivers, 2009）。持続可能な開発のための経

済人会議（2010）によれば、現在の建築部門は世界のエネ

ルギー利用の40％を占めており、現在の輸送部門が消費す

るエネルギー量に相当するエネルギーを節約することが可

能だという。

　北東アジア諸国は、エネルギー原単位においていろいろ

な様相を見せている。日本は域内のみならず、世界でもっ

ともエネルギー効率の良い国である。1990～2008年の間、日

本 の エ ネ ル ギ ー 原 単 位 は 域 内 で も っ と も 低 く、0.1 

kgoe/2000$（2000年のGDP 1 ＄当たりのエネルギー石油

換算キロ）の水準にある。韓国は、この間の数値はそれほ

ど変化せず、0.3  kgoe/2000$ 程度である。しかし域内の

その他の国々は過去20年間、全体的に改善されたとはいえ、

依然として世界平均よりも大きな数値を示している。たと

えば中国のエネルギー原単位は1990年の1.94 kgoe/2000$ 

から、2008年は0.81 kgoe/2000$ になったが、世界平均の2.7

倍である。北朝鮮、モンゴル、ロシアのエネルギー原単位

は中国の２倍に上るおよそ1.6 kgoe/2000$ の水準にある。

このことは、特にロシアやモンゴルでは、他の域内諸国よ

り大きな暖房エネルギーを必要とする気象条件に起因する

部分もあろう。しかしこうした状況は、これらの国々のエ

ネルギー効率の改善と大幅な炭素排出削減に大きな余地が

あることを表している（図３）。

　域内各国はGHG排出の抑制・削減に向けて確実に努力

をしている。中国は、エネルギー全体におけるクリーンエ

ネルギーの割合が増え続け、風力開発では年間２千万キロ

ワットの能力増を果たすなど世界をリードしている。さら

図３　国別エネルギー原単位（kgoe/2000$）
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に太陽光や再生可能エネルギーの開発でも世界を先導して

いる。しかし「中国は、エネルギー利用構造を最適化する

問題、特に低効率・高資源汚染からの移行を管理する問題

に直面している」（Zhou, 2010, p.31）。モンゴルは、エネ

ルギー生成に占める再生可能エネルギーの割合を現在の

４％から2020年までに20～25％まで引き上げることを目標

としている（MNETM, 2010）。

３．気候変動と輸送

　気候変動は、輸送にとっても貨物、旅客両面で大きな課

題を提示している。輸送は世界で第２、北東アジアで第３

のGHG排出分野である（表１）。輸送需要は経済、貿易、

人口の成長とともに増え続け、世界のGHG排出制限のシ

ナリオにおいても、輸送の排出問題が浮上している。輸送

は依然として高炭素化石燃料に依存している。また、輸送

は気候変動がもたらす影響をもっとも受けやすい分野でも

ある。最近、欧州や米国北東海岸部を襲った豪雪や寒波に

よる航空路や道路の壊滅的な影響は、その一例である。し

たがって、緩和行動とともに、輸送分野での適切な適応措

置の開発が必要とされ、輸送分野は気候変動の中心的議題

の一つとなるのである。

　67カ国が加盟する世界交通学会（WCTRS）は、ポスト

2012における気候変動交渉で、輸送が主要な分野となるべ

きことを求めている。研究によれば、車両の燃料燃焼によ

る排出は輸送分野のCO2排出のおよそ85％に上り、残り

15 ％ が 石 油 精 製 や 燃 料 輸 送 か ら 発 生 す る（IPIECA, 

2004）。IEAによれば、中国、インド、その他アジアの途

上国の自動車所有率は2050年までに現在の18倍になると予

想される。また、国際商業貿易の80％以上を海運が占め、

海運によるGHG排出は制度的、技術的、運用的な措置が早

急に取られない限り増え続けるであろう（UNECE, 2010）。

　WCTRSは、先進国での一人当たりCO2排出量の「大幅

削減」、および途上国が平常ペース以上に低炭素輸送へ移

行する「馬跳び」を提唱している。低炭素輸送を志向する

この考え方は、①回避（Avoid：不要な旅行を回避し旅行

距離を減らすことによる輸送需要の減少）、②移行（Shift：

輸送需要を低炭素モードへ移行することによる輸送単位ご

との排出削減）、③改善（Improve：キロ単位の排出量の

減少ないし全輸送モードの炭素原単位の改善）の３つから

なり、ASIアプローチと呼ばれる。低炭素輸送を推進する

ため、それぞれの戦略が技術的、制度的、情報的、経済的

な手段が必要となる（WCTRS, 2010）。

　UNFCCCの資金メカニズムを扱う多国間組織の地球環

境ファシリティ（GEF）は、次の融資期間であるGEF-5（2010

～2014年）以降、ASIアプローチをこれからのGEFの輸送

活動の基本理念としている。多国間開発銀行（MDBs）も

また、持続可能な輸送に向け、輸送分野への融資枠を増や

している。UNEPが指揮する科学技術諮問パネルは、持続

可能な低炭素輸送について次のように示唆している。「持

続可能な低炭素輸送は、ローカルやグローバルな規模での

短期・長期のネガティブな影響を減らしつつ、経済的に可

能なインフラと活動を実現し、人・物への安全・確実なア

クセスを提供する」（p.13）。国レベルの支援に加え、いく

つかの場合、地域的なアプローチが有効でありうるとGEF

は考えている（GEF-STAP, 2010）。しかし、低炭素輸送

への移行を支援する世界的あるいは二国間の金融メカニズ

ムはまだ脆弱である。これまでに登録された2,645件4の

CDMプロジェクトの中で、輸送分野はわずか４件である。

日本はJBICが一部融資を提供することでこのうちの一つ5

に参加し、日本の企業（日本カーボンファイナンス）が

CER（認証排出削減量）の買い手となっている。

　北東アジアでも、低炭素輸送を推進する革新的なイニシ

アチブが始まっている。中国のエネルギーと輸送のための

刷新センター（iCET）は、低炭素燃料の現実性を高める

政策・制度研究を進め、中国の輸送燃料炭素原単位（電気

を含む）を2030年までに10％削減することを目標としてい

る（iCET, 2010）。中国は近年、主に道路輸送に関係する

技術的な基準や細かい交通ルールを定めてきた。たとえば、

道路輸送車両の燃料消費に関する試験・審査基準、道路輸

送車両の燃料消費定数検査コードなどである。

　地域レベルでも、輸送分野での協力において気候変問題

を厳格に捉え、北東アジアの低炭素輸送システムへの移行

を支援していかなければならない。このため、前述した

ASIアプローチは一つのガイドラインとなろう。

４．気候変動と食料安全保障

　コペンハーゲンの国連気候変動会議では、北東アジアか

らの２人6を含む60人以上の世界の傑出した農業科学者が

4 2010年12月21日時点。
5 CDMプロジェクト名は「Installation of Low Green House Gases (GHG) emitting rolling stock cars in metro system」。プロジェクトのホスト国は
インド。
6 岩永勝・農研機構作物研究所所長、前国際トウモロコシ・小麦改良センター（CIMMYT）所長およびRen Wang・国際農業研究協議グループ（CGIAR）
長、前中国農業科学院副（CAAS）主任。
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参加し、気候変動が世界の食料安全保障に影響する脅威に

目を向けるよう求めた。特に、農業システムがほとんどこ

の問題に立ち向かう準備ができていないにもかかわらず、

農業、特に農業生産に及ぼす気候変動の空前の影響によっ

て、あらゆる緩和・適応行動が危険にさらされていること

が強調された（Global Crop Diversity Trust, 2009）。「世

界の気候変動予測には確かな科学的基盤があり、頻繁で激

しい異常気象が確実に増えてきている」（FAO, 2008, p.12）。

　人口の増加率が低下しつつあるものの、世界の人口は

2050年 ま で に90億 人 に 達 す る こ と が 予 想 さ れ（UN, 

2009）、現在の67億人から35％増加する。食料消費パター

ンから見ると、その時の食料需要に見合うには少なくとも

70％の農業生産増が必要とされる。しかし、ほとんどの研

究では、気候変動が農業生産性・生産安定性を阻害すると

されている。IPCC7第４次評価報告書は、農林水産業を気

候変動でもっとも影響受ける５つの分野の一つとした。し

たがって、将来の食料安全保障と気候変動の目標を達成す

るためには「気候に賢い」農業を開発することが重要にな

る。「気候に賢い」農業とは、生産性と回復力を持続的に

向上し（適応）、GHGを削減・除去し（緩和）、国の食料

安全保障と発展目標の達成を促進する農業であると定義さ

れる（FAO, 2010）。

　国連食糧農業機関がまとめた報告書（FAO, 2010）は、

農業と食料安全保障および気候変動政策の間で、国レベル、

地域レベル、国際レベルにおいて一貫性を持つように示唆

している。途上国の農業システムに適用できる気候に賢い

効果的な農法が存在しても、現在の、あるいは予想される

金融制度はたいてい、食料安全保障と気候変動の二つの課

題を合致させるには役立たない。したがって、とりわけ

UNFCCCの下での金融制度において、緊急融資を農業に

向けるような特別の配慮を払う必要があろう。

　北東アジアでも、二酸化炭素の排出の急増が地域の農業

に害を及ぼし、食料安全保障と気候変動の課題に直面して

いる。日本の中・南部では、二酸化炭素の倍増が、灌漑低

地 な ど で40 ％ も の コ メ の 減 産 を 招 く こ と と な っ た

（Nakagawaほか, 2003）。2010年、ロシアの干ばつは小麦

の40％減産を引き起こした。過去50年で、中国北部・東北

部における降水量が10～30％減少し（Zheng, 2010）、この

地域の農業生産に悪影響を及ぼした。モンゴルの羊の生体

重は、暑く乾燥した夏の気候のために国内のほとんどの区

域で減少し、肉の生産性を落とした（MNETM, 2010）。

世界食糧計画とMet Office Hadley Centreによって策定中

の、気候変動と災害のリスク削減のための飢餓と気候変動

の脆弱性指数によれば、中国及びモンゴルは飢餓と気候変

動に対して極めて脆弱である。したがって、北東アジアの

ポスト2012気候変動枠組みにおいて、食料安全保障と気候

変動問題は、国レベルのみならず地域レベルでの率先した

政策と行動に対してしかるべき注意を払うことが求められ

る。

５．気候変動と国際貿易

　貿易自由化と気候変動問題は現在、多国間レベルで交渉

されるそれぞれ別の国際約款で取り扱われている。貿易体

制は比較的成熟しており、1947年の関税と貿易に関する一

般協定（GATT）に始まり、世界貿易機関（WTO）の権

限の枠内で統制されている。気候変動の体制はより最近の

もので、UNFCCCの枠内で1992年から始まった。しかし

各国政府は、気候変動を緩和するために貿易政策を含むあ

らゆる手段を行使するに当たって、国内的にも国際的にも

大きなプレッシャーに直面している。各国は、WTOの協

定に従いつつ、ますます環境にやさしい物や製品を奨励す

るような貿易政策を追求しなくてはならなくなっている。

実際、コペンハーゲンにおけるUNFCCCのCOP15以降、

貿易問題は気候変動の交渉においてますます大きな役割を

担うようになってきた。カンクン合意でも、国際貿易に関

する次のような項目が盛り込まれた。「気候変動に対する

措置では、片務的なものも含み、国際貿易に関して恣意的

もしくは不当な差別の手段、あるいは偽装的な制限を適用

すべきではない」（CP.16, 2010, p.14）。

　「エコ・ラベリング」や「カーボン・フットプリント」

のコンセプトは、低炭素製品やサービスを推進する基準と

して、これから次第に利用されることが期待される。こう

した措置が気候にやさしい製品・サービスの開発を奨励す

る一方で、保護貿易主義に陥り、国際貿易にネガティブな

影響を及ぼし、途上国に負担を強い、WTOのTBT協定（貿

易の技術的障害に関する協定）と矛盾するような現象も増

えている。

　さらに、気候変動に関するいくつかの国内政策、たとえ

ば炭素税や炭素制限の賦課、あるいは米国やEUが要求し

ている輸入品やサービスに関する貿易メカニズムなどは、

直接的に貿易に影響し、WTOによる国家間の無差別待遇

（最恵国待遇）の原則や輸入品と国産品との無差別待遇と

の大きな矛盾の可能性をはらんでいる。また、再生可能エ

ネルギーの利用拡大、エネルギー技術や高エネルギー効率

7 気候変動に関する政府間パネル。



13

ERINA REPORT Vol. 98 2011 MARCH

製品の開発などの活動を支援する融資メカニズムや投資措

置は、それらの製品やサービスのコストや値段に影響し、

WTOの投資誘因や補助金の原則に矛盾することになる

（Keaneほか, 2010）。

　UNFCCCとWTOは、途上国に対する特別の待遇規定を

持っている。この原則が京都議定書に生かされ、途上国に

はGHG排出削減に対して法的に拘束力のあるコミットメ

ントがない。しかがって、日本やロシアなどいくつかの工

業先進国が京都議定書から離脱しようとする動きは、

UNFCCCやWTOの原則に反するものと考えることができ

る。

　国際貿易は北東アジア経済に重要な役割を演じ、すべて

の国々がUNFCCCの加盟国であり、ロシアと北朝鮮を除

きWTOのメンバーでもある。北東アジア各国は、気候変

動と貿易問題の関係や、世界的な気候変動と地域経済にお

ける貿易体制の関わりをいっそう理解するために、建設的

な対話と共同研究を広範囲に実施することが望まれる。

６．まとめ

　気候変動と開発・発展の問題は、これまで以上に関連し、

連動したものになっている。気候変動の破滅的な結果を防

ぎ、軽減するため、先進国および途上国の双方が、低炭素

社会への移行に向けた包括的な政策を遂行する必要があ

る。北東アジア諸国はこのためのさまざまな努力をしてい

るが、国レベルでも地域レベルでも、まだまだ取り組むべ

き余地が大きい。エネルギー、輸送、食料安全保障、国際

貿易の問題は、北東アジアにおける気候変動に関するポス

ト2012枠内で、効果的な協力可能性を有する分野である。

　より持続可能でクリーンなエネルギー資源への移行のほ

かにも、北東アジア経済のエネルギー効率を改善し、それ

により炭素排出を削減するさまざまな可能性がある。エネ

ルギー産業に加え、製造・建設産業も、域内のGHG排出

削減の可能性を有する目標分野である。輸送分野における

域内協力では、気候変動問題の課題を真剣に考慮し、域内

の低炭素輸送システムに向けた移行を推進する必要があ

る。ASIアプローチがそのためのガイドラインとなろう。

さらに食料安全保障問題でも、国レベル・地域レベルで、

気候変動との関連で考慮することが求められる。最後に、

特に強調すべきこととして、北東アジア各国は、気候変動

と貿易問題の関係、地域経済における貿易体制との関係を

いっそう理解するために、建設的対話と共同研究に取り組

むことが望まれる。

［英語原稿をERINAにて翻訳］
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